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１ 総則  

1-1． 基本理念  

釧路北病院（以下当院）は、全病床が医療療養病床であり、入院患者の多くは慢性疾患を

有する高齢者である。このような感染症に対し脆弱な患者に安全で良好な療養環境を提供す

ること、また職員の安全を確保するために、医療関連感染防止対策は、病院全体で取り組ま

なければならない課題である。本指針は、これらの課題に取り組む当院の方針を示すもので

ある。 

1-2． 感染症の考え方  

 感染症が成立するためには、次に示す三つの条件が揃っていることが必要である。 

 ・病原性微生物を保有する感染源（感染の元になる患者）が存在すること 

 ・その病原体に感受性を持つ感受性体（感染を受ける側の人）が存在すること 

 ・病原性微生物を感染源から感受性体へ運ぶ経路（感染経路）があること 

 

 このうちどれかひとつでも条件が欠ければ、感染は成立しない。感染源（感染患者）に対

する薬物治療、または感受性体（未感染者）にたいするワクチン接種もその対策の一部であ

る。しかしながら、特異的な治療薬やワクチンがあるのは一部の感染症に限られる。全ての

感染対策に通ずる普遍的な手段は、感染経路の遮断である。 

 

感染経路 

 感染経路は、血液などで直接伝播されるものの他には以下の 3 つに分類される。それぞれ

病原体によって感染の様式に違いがあり、どの様な感染症がどんな感染の仕方をするのか知

ることは、私たちが感染症から自らの身を守るためにも重要である。 

 

・ 空気感染：長時間空気内に漂う微細な飛沫核によって媒介されるもの。結核、麻疹、水

痘などが典型的なものである。新型コロナウイルス感染で特に注目されたエアロゾル感

染は、典型的な空気感染粒子より大きく、飛沫感染粒子より小さいもので、その中間的

なものと捉えられているが、飛沫感染というより空気感染に準じる対応が必要となる。 



 

・ 飛沫感染：咳などでおおむね１ｍ以内に飛散する大型飛沫粒子によって伝播されるもの。

新型コロナウイルスやインフルエンザ等のウイルス感染症や髄膜炎菌、マイコプラズマ、

ジフテリア、百日咳など 

 

・ 接触感染：直接皮膚から皮膚に触れることで伝播されるもの。ＭＲＳＡや耐性緑膿菌、

バンコマイシン耐性腸球菌（VRE）、腸管出血性大腸菌などが含まれる。その他のウイル

ス性疾患も手指等を介して気道粘膜等に運ばれて感染する原因になりうる。 

 

1-3． 用語の定義 

1）院内感染（医療関連感染） 

院内感染（医療関連感染）とは、病院環境下で感染した全ての感染症を指すものであり、

たとえ病院外で発症したとしても感染した場所が病院内であれば、院内感染として扱う。 

 

2）院内感染の対象者 

院内感染の対象となるのは、入院および外来患者、見舞人、訪問者、医師、看護師、そ

の他の医療従事者、職員、さらには院外関連企業の職員等が含まれる。 

 

3）アウトブレイク 

医療関連感染のアウトブレイクとは、「同一病棟内で同一菌種（原因微生物が多剤耐性

菌によるものを想定）による感染症の集積（通常予想されるより多く発生する）が見られ

る状態」、あるいは「通常はみられない病原体による感染症が発生した場合」である。 

アウトブレイクを疑う基準としては、一例目の発見から４週間以内に、同一病棟におい

て新規に同一菌種による感染症の発病症例（以下の４菌種は保菌者を含む：バンコマイシ

ン耐性黄色ブドウ球菌（VRSA）、多剤耐性緑膿菌(MDRP)、バンコマイシン耐性腸球菌

（VRE）、多剤耐性アシネトバクター・バウマニ（Acinetobacter baumannii））が計３例

以上特定された場合、あるいは、同一菌株と思われる感染症の発病症例（抗菌薬感受性パ

ターンが類似した症例等）（上記の４菌種は保菌者を含む）が計３例以上特定された場合

を基本とする。 



 

1-4． 本指針について 

1） 策定と変更 

本指針（院内指針、手順書等）は、院内感染対策委員会の議を経て策定する。また、変

更に際しては適時、最新の科学的根拠に基づき、院内感染対策委員会の議を経て変更す

るものである。 

 

2） 職員への周知と遵守率向上 

 本指針に記載された各対策は、全職員の協力の下に、遵守率を高めなければならない。 

① 感染対策チームは、各現場において教育啓発活動、実施状況の評価、実践を推進す

るように努める。 

② 就職時、定期的教育の他、必要に応じた臨時教育の機会を設け、全職員の感染対策

に関する知識や意識付けの向上を図る。 

③ 定期的な現場のラウンドにより、感染対策の実施状況を評価するとともに、必要に

応じた介入を行う。 

 

3） 本指針の閲覧 

患者との情報の共有に努めるほか、患者およびその家族等から本指針の閲覧の求めがあ

った場合には、これに応じるものとする。本指針の照会に際しては、感染対策委員会の

委員長（医師）が対応する。 

  

2 院内感染対策のための委員会の設置およびその業務  

病院長が中心となり、病院全体で院内感染に関する対策や予防活動を実施するため、院内

感染対策委員会（ICC）を設置する．院内感染対策委員会は院長の諮問委員会であり、検討

した諮問事項は院長に答申され、実施される。 

 

1） 感染対策委員会（ICC）の構成と業務 

（ア）構成 

病院長を中心として、医局、看護部、検査科、薬剤科、管理部およびその他必要な部門、



職種の中から選任する。委員長は医局医師とする。各病棟および外来には感染対策担当

看護師（リンクナース）を選任し、各病棟師長と協力して情報の収集、連絡、教育指導

などを行う。（釧路北病院感染対策委員会規定） 

 

（イ）業務 

月１回、定期的な委員会を開き、必要な場合には随時病院長が召集する。委員会では、

以下の業務について審議し病院長に答申する。 

① 感染対策全般の立案（指針、マニュアルの作成などを含む）、実施を行うとともに、

その有効性についての評価を行う。 

② 年２回以上を目途に全職員を対象とした感染対策に関する研修会を計画し実施し教

育啓発活動を行う。 

③ 院内感染監視サーベイランスを行い、院内感染のアウトブレイク（病棟やユニットな

どある範囲の中で特定の感染症が増加している状態）の発生が疑われる場合には、原

因究明のための疫学的な調査と対策にあたる。 

④ その他感染対策に必要な業務 

 

2）感染対策チーム（ICT）の構成と業務 

（ア）構成 

病院長は、感染対策委員会の委員長（医師）を含めた感染対策委員会のメンバーおよび

その他必要な職種から選任した感染対策チーム（ICT）を組織する。 

 

（イ）業務 

① 週に 1 回程度の定期的なラウンドを行って、現場の対策実施状況の評価、改善に関す

る介入、教育啓発活動等をおこなう。 

② アウトブレイク発生時には、その原因調査とその制圧に向けた対策の実践の指導にあ

たる。 



   

 3）感染対策に関わる他の医療機関等との連携について 

① 院外の専門職種を有する医療機関や保健所等の公的機関との連携体制を構築し、

定期的なカンファレンスの実施や新興感染症の発生等を想定した訓練へ参加する。 

② 全国的なサーベイランスへ参加し、耐性菌への対策として抗生剤の適正使用を推

進する。 

③ その他必要に応じて、厚生労働省地域支援ネットワーク、日本感染症学会施設内感

染対策相談窓口（厚労省委託事業）等への相談も活用する。 

 

３ 院内感染に関わる研修について  

① 就職時の初期研修は十分な実務経験を有する指導者が適切に実施する。  

② 全職種を対象として、定期研修は、年2回を目途に実施する。また、必要に応じて、

臨時の研修を行う。学会、研究会、講習会など、施設外研修を適宜施設内研修に

代えることも可とする。  

③ 必要に応じて個別の現場での実践的な教育研修を行う。 

④ これらの諸研修の開催結果（開催または受講日時、出席者、研修項目）を、記録

保存する。 

 

 ４ 感染症の発生時の対応と発生状況の報告  

１） 有熱患者等の報告 

発熱やその他感染症を考慮する症状が発生した場合は、必要な検査を実施し、原因

が特定できない場合や隔離対策が必要となる感染症が発生した場合には、病棟リン

クナースまたはそれを代行する者から、感染対策委員会の委員長へ報告する。 

 

２） サーベイランスの実施 

日常的な細菌培養検査の実施、あるいはMRSA等特定の対象に関する細菌培養の結

果は、週1回毎に集計し監視するとともに、月毎に検出状況をまとめて全国的なサ

ーベイランス組織（JANIS事務局）へデータ提出するとともに、院内での必要な対

策の検討に活用するものとする。 

 

３） アウトブレイク発生時の報告 

アウトブレイクが発生または疑われる事例が発生した場合は、直ちに感染対策委員



会に報告し、委員長は病院長に上申するとともに、原因特定と対策を検討し対応を

指示する。報告の義務付けられている病気が特定された場合には、速やかに保健所

に報告する。 

 

 

 ５ 院内感染対策推進方策等 

5-1．手指衛生 

① 手指衛生の重要性を認識して、遵守率が高くなるような教育、介入を行う。  

② 手洗い、あるいは、手指消毒のための設備／備品を整備し、患者ケアの前後に

は必ず手指衛生を遵守する。  

③ 手指消毒は、手指消毒用アルコール製剤による擦式消毒、もしくは、石けんあ

るいは抗菌性石けん（クロルヘキシジン・スクラブ剤、ポビドンヨード・スク

ラブ剤等）と流水による手洗いを基本とし、これを行う。  

④ 目に見える汚れがある場合には、石けんあるいは抗菌性石けんと流水による手

洗いを行う。  

⑤ アルコールに抵抗性のある微生物に考慮して、適宜石けんと流水もしくは抗菌

石けんと流水による手洗いを追加する。 

 

 5-2．微生物汚染経路遮断策 

① 血液・体液・分泌物・排泄物・あるいはそれらによる汚染物などの感染性物質

による接触汚染 または飛沫汚染を受ける可能性のある場合には手袋、ガウン、

マスクなどの個人用防護具 personal protective equipment（PPE）を適切に配

備し、その使用法を正しく認識、遵守する。  

② 呼吸器症状のある患者には、咳による飛沫汚染を防止するために、サージカル

マスクの着用 を要請して、汚染の拡散を防止する。  

 

5-3．環境清浄化・環境整備 

① 患者環境は質の良い清掃の維持に配慮する。  

② 限られたスペースを有効に活用して、清潔と不潔との区別に心がける。  

③ 流しなどの水場の排水口および湿潤部位などは必ず汚染しているものと考え、

水の跳ね返り による汚染に留意する。  

④ 床に近い棚（床から30cm以内）に、清潔な器材を保管しない。  

⑤ 薬剤／医療器材の長期保存を避ける工夫をする。  

⑥ 手が高頻度で接触する部位は１日１回以上清拭または必要に応じて消毒する。  

⑦ 床などの水平面は時期を決めた定期清掃を行い、壁やカーテンなどの垂直面は、



汚染が明らかな場合に清掃または洗濯する。  

⑧ 蓄尿や尿量測定が不可欠な場合は、汚物室などの湿潤部位の日常的な消毒や衛

生管理に 配慮する。  

⑨ 清掃業務を委託している業者に対して、感染対策に関連する重要な基本知識に

関する、清掃 員の教育・訓練歴などを確認し、必要に応じて教育、訓練を行う。

  

5-4．交差感染防止（隔離対策）  

① 易感染患者を保護隔離して病原微生物から保護する。  

② 感染リスクの高い易感染患者を個室収容する場合には、そこで用いる体温計、

血圧測定装置 などの用具類は、他の患者との供用は避け、専用のものを配備す

る。  

③ 各種の感染防護用具の対応を容易かつ確実に行う必要があり、感染を伝播する

可能性の高い伝染性疾患患者は個室収容、または、集団隔離収容して、感染の

拡大を防止する。  

 

5-5．消毒薬適正使用  

消毒薬は、適用対象と対象微生物を十分に考慮して適正に使用する。  

① 生体消毒薬と環境用消毒薬は、区別して使用する。ただし、アルコールは、両

者に適用される。  

② 生体消毒薬は、皮膚損傷、組織毒性などに留意して適用を考慮する。  

③ 塩素製剤などを環境に適用する場合は、その副作用に注意し、濃度の高いもの

を広範囲に使用しない。  

④ 高水準消毒薬（グルタラール、過酢酸、フタラールなど）は、環境の消毒には

使用しない。  

⑤ 環境の汚染除去（清浄化）の基本は清掃であり、環境消毒を必要とする場合に

は、清拭消毒法により汚染箇所に対して行う。  

 

5-6．抗菌薬適正使用  

抗菌薬は、耐性株の発生や耐性株を選択残存させる危険性があるので、 対象微生物を

考慮し、投与期間は可能な限り短くする。  

① 対象微生物と対象臓器の組織内濃度を考慮して適正量を投与する。  

② 分離細菌の薬剤感受性検査結果に基づいて抗菌薬を選択する。  

③ 経験的治療を実施後も、必要に応じて細菌培養検査を実施する。  

④ 同一抗菌薬を長期間連続使用することは、できる限り避ける必要がある。  

⑤ 抗メチシリン耐性黄色ブドウ球菌（MRSA）薬、カルバペネム系抗菌薬などの



使用状況を把握しておく。  

⑥ バンコマイシン耐性腸球菌（VRE）、MRSA、多剤耐性緑膿菌（MDRP）など

特定の多剤耐性菌を保菌していても、無症状の症例に対しては、除菌を目的に

した抗菌薬の投与は行わない。  

⑦ JANIS等のサーベイランスデータを活用し薬剤感受性パターン（アンチバイオ

グラム）を把握しておく。 

 

5-7．付加的対策  

標準予防策に加えて、疾患及び病態等に応じて隔離対策としての感染経路別予防策（空

気予防策、飛沫予防策、接触予防策）を追加して実施する。 

  

 

5-8．地域支援  

日常的に地域支援ネットワークを充実させ、連携を推進する。医療関連感染の発生が

継続する場合など当院のみで対応が困難な場合には、専門家を擁する地域の医療機関や

公的機関に相談し、支援を求めること。 また、関連する介護施設などで発生する感染事

例への対応を支援する。 

院内で同一菌種による感染症の発病症例（上記の４菌種は保菌者を含む）が多数にの

ぼる場合（目安として10名以上となった場合）または当該院内感染事案との因果関係が

否定できない死亡者が確認された場合においては、保健所に速やかに報告する。 

 

5-9．予防接種  

予防接種によって感染予防または重症化を防止する効果期待できる感染性疾患（インフ

ルエンザ、COVID-19、肺炎球菌性肺炎、B型肝炎、麻疹、風疹、水痘、流行性耳下腺炎

等）に対しては、患者、医療従事者ともに積極的に接種を推進出来る体制を確保する。 

 

5-10．職業感染防止  

医療職員の医療関連感染対策について十分に配慮する。 

① 針刺し防止のためリキャップを原則的には禁止する。  

② リキャップが必要な際は、安全な方法を採用する。  

③ 試験管などの採血用容器その他を手に持ったまま、血液などの入った針付き注射器

を操作しない。  

④ 廃棄専用容器を対象別に分けて配置する。  

⑤ 使用済み注射器（針付きのまま）その他、鋭利な器具専用の安全廃棄容器を用意す

る。 



⑥ 安全装置付き器材の導入を考慮する。  

⑦ ワクチン接種によって職業感染予防が可能な疾患に対しては、医療従事者が当該ワ

クチンを接種する体制を確立する。  

⑧ 感染経路別予防策に即した個人用防護具（PPE）を着用する。  

⑨ 結核や新型コロナウイルスなどのエアロゾルや空気感染予防策が必要な患者に接す

る場合には、N95マスクを着用する。  

 

5-11．患者への情報提供と説明  

患者本人および患者家族に対して、適切な情報提供に努める。必要に応じて感染状況

などの情報を公開する。  

 

 

 

付則 

本指針は、2025年7月1日から適用する。 


